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2104号  2020年７月15日
災害救援カンパにご協力お願いします。

りそな銀行大手支店　普通０００６６８８
　　　　 大阪府関係職員労働組合

振込先

「令和２年７月豪雨」の被害に
遭われたみなさんに心から
お見舞い申し上げます

　

国
の
持
続
化

給
付
金
事
務
事

業
を
７
６
９
億

円
で
受
託
し
た

「
サ
ー
ビ
ス
デ

ザ
イ
ン
推
進
協

議
会
」
が
、
受

託
額
の
99
％
以
上
を
電
通
と

関
連
企
業
等
に
再
委
託
・
外

注
し
て
い
た
こ
と
が
判
明
し

た
。
協
議
会
は
電
通
、
パ
ソ

ナ
な
ど
の
社
員
わ
ず
か
21
人

で
構
成
、
理
事
は
前
田
中
小

企
業
庁
長
官
と
も
旧
知
と
い

う
。
前
田
氏
は
17
年
に
「
前

田
ハ
ウ
ス
」
な
る
借
上
げ
マ

ン
シ
ョ
ン
で
、
関
係
業
者
と

連
日
パ
ー
テ
ィ
ー
を
行
っ
て

い
た
が
、
菅
官
房
長
官
曰

く
、
宿
泊
費
を
払
っ
た
か
ら

問
題
な
い
そ
う
だ
▼
東
電
の

委
託
先
「
り
ら
い
あ
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ
」
に
よ
る

録
音
デ
ー
タ
改
ざ
ん
も
発
覚

し
た
。
同
社
へ
は
大
阪
府
も

税
の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
業
務

を
委
託
し
て
い
る
。
パ
ソ
ナ

会
長
の
竹
中
平
蔵
氏
が
小
泉

政
権
の
下
で
派
遣
労
働
を
自

由
化
し
、「
官
か
ら
民
へ
」

の
大
号
令
の
下
、
そ
の
非
正

規
を
前
提
と
し
た
公
務
の
民

間
委
託
が
当
た
り
前
に
な
っ

た
。
不
安
定
雇
用
が
激
増

し
、
派
遣
業
界
は
莫
大
な
利

益
を
手
に
し
、
公
務
か
ら
は

そ
の
委
託
業
務
を
監
督
す
る

ノ
ウ
ハ
ウ
さ
え
失
わ
れ
て
い

く
▼
市
直
営
だ
っ
た
学
童
保

育
が
民
間
委
託
さ
れ
、
１
年

で
不
当
解
雇
さ
れ
た
指
導
員

の
話
を
聞
い
た
。「
保
護
者

が
言
う
こ
と
よ
り
も
、
会
社

の
言
う
こ
と
を
聞
け
」。
も

は
や
公
務
と
は
言
え
ま
い
。

�

（
や
）

　まず労働組
合への加入から　

落
と
さ
れ
、
絶
対
評
価
Ｂ
の
職

員
５
９
８
９
人
の
う
ち
８
４
１

人
が
「
第
四
区
分
」
へ
、
２
７

９
人
が
「
第
五
区
分
」
へ
と
落

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
同
じ
Ｂ
評
価
で

あ
っ
て
も
、
一
時
金
（
勤
勉
手

当
）
と
昇
給
に
差
が
つ
け
ら

れ
、
生
涯
賃
金
に
も
影
響
す
る

と
い
う
深
刻
な
事
態
が
続
い
て

い
ま
す
。
こ
の
間
、
府
職
労
の

追
及
も
あ
っ
て
、
今
年
度
か
ら

は
昇
給
へ
の
反
映
を
単
年
度
限

り
に
限
定
す
る
と
の
改
善
は
さ

れ
ま
し
た
が
、
一
方
で
一
時
金

の
格
差
を
拡
大
す
る
と
い
う
改

悪
も
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
こ
れ
ら

の
問
題
は
、
分
布
割
合
を
決
め

た
相
対
評
価
を
続
け
る
限
り
、

絶
対
に
解
消
さ
れ
な
い
制
度
上

の
矛
盾
で
す
。

制
度
目
的
に
も

合
致
せ
ず

悪
影
響
与
え
る
制
度

　

も
は
や
相
対
評
価
は
、
制
度

目
的
（「
職
員
の
資
質
、
能
力

及
び
執
務
意
欲
の
向
上
を
図

る
」）
に
合
致
し
な
い
だ
け
で

な
く
、
職
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
大
き
く
低
下
さ
せ
、
職
場

の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
や
仕
事
に
も

大
き
な
悪
影
響
を
与
え
る
制
度

と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

府
職
労
は
、
直
ち
に
相
対
評

価
を
中
止
す
る
こ
と
を
求
め
、

引
き
続
き
、
職
場
か
ら
の
取
り

組
み
を
強
化
し
ま
す
。
相
対
評

価
を
中
止
さ
せ
る
に
は
、
職
員

み
ん
な
の
声
を
束
ね
て
大
き
く

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ

の
た
め
に
は
、
み
ん
な
の
労
働

組
合
加
入
が
必
要
で
す
。
ま
だ

の
方
は
、
ぜ
ひ
加
入
し
て
く
だ

さ
い
。

検
証
結
果
で
も

明
ら
か
に

　

昨
年
、
府
当
局
が
実
施
し
て

い
る
「
職
員
ア
ン
ケ
ー
ト
」
結

果
で
は
、
相
対
評
価
に
つ
い
て 

「
納
得
で
き
な
か
っ
た
」
は
23

・
５
％
（
グ
ラ
フ
①
）
と
な

根
本
的
な
矛
盾
は

解
消
さ
れ
な
い

　

６
月
30
日
、
府
当
局
は「
令
和
元
年
度
人
事
評
価
結
果
」を

公
表
し
ま
し
た
。
相
対
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
、
職
員
基
本

条
例
で
定
め
る
「
分
布
割
合
」
に
応
じ
た
分
布
（
表
①
）
と

な
っ
て
い
る
た
め
、
今
年
も
１
６
２
７
人
も
の
職
員
が
下
位

評
価
へ
と
落
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
表
②
）。

　

府
職
労
は
、
相
対
評
価
が
「
意
欲
の
向
上
」
に
つ
な
が
ら

ず
、
職
員
の
や
る
気
を
低
下
さ
せ
て
い
る
こ
と
を
一
貫
し
て

指
摘
し
、
直
ち
に
中
止
す
る
と
と
も
に
、
昇
給
や
一
時
金

（
ボ
ー
ナ
ス
）
へ
の
反
映
の
中
止
を
強
く
求
め
て
い
ま
す
。

表①　全庁職員の人事評価結果

グラフ①　相対評価の納得感

表②　令和元年度人事評価の結果（二次評価結果と相対評価結果の相関）

グラフ②　相対評価に納得できなかった理由

相対評価
区分

（分布割合）

第一区分
（５％）

第二区分
（20％）

第三区分
（60％）

第四区分
（10％）

第五区分
（５％）

分布 5.7% 20.1% 59.2% 10.0% 5.0%

人数 478人 1,684人 4,962人 841人 419人

第一区分第二区分第三区分第四区分第五区分 総計 割合

Ｓ 9 0 0 0 0 9 0.1％

Ａ 469 1,345 432 0 0 2,246 26.8％

Ｂ 0 339 4,530 841 279 5,989 71.4％

Ｃ 0 0 0 0 75 75 0.9%

Ｄ 0 0 0 0 65 65 0.8%

総人数 478 1,684 4,962 841 419 8,384 100.0％

割合 5.7% 20.1% 59.2% 10.0% 5.0% 100.0%

人事課資料にもとづき、府職労作成　
  は相対評価によって、下位区分へ落とされた人数

0 10 20 30 40 50 60 70 (％）

0 5 10 15 20（％）

納得できた 67.1%67.1%

納得できなかった 23.5%23.5%

その他 7.7%7.7%

回答なし

説明が不十分

単位に不満

二次評価に不満

分布割合に不満

乖離

区分に不満

その他

1.7%1.7%

19.6%19.6%

13.2%13.2%

11.0%11.0%

6.8%6.8%

17.5%17.5%

16.7%16.7%

15.2%15.2%

0 10 20 30 40 50 60 70 (％）

0 5 10 15 20（％）

納得できた 67.1%67.1%

納得できなかった 23.5%23.5%

その他 7.7%7.7%

回答なし

説明が不十分

単位に不満

二次評価に不満

分布割合に不満

乖離

区分に不満

その他

1.7%1.7%

19.6%19.6%

13.2%13.2%

11.0%11.0%

6.8%6.8%

17.5%17.5%

16.7%16.7%

15.2%15.2%

ま
す
。

　

「
相
対
評
価
に
納
得
で
き
な

か
っ
た
理
由
」
と
し
て
、「
説

明
が
不
十
分
」
を
ト
ッ
プ
に

「
単
位
に
不
満
」「
二
次
評
価

に
不
満
」「
分
布
割
合
に
不

満
」
と
続
き
ま
す
（
グ
ラ
フ

②
）。

　

ま
さ
に
、
相
対
評
価
制
度
の

基
本
的
な
仕
組
み
に
関
す
る
不

満
が
主
な
原
因
と
な
っ
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
不
満
を
解
消

し
、
納
得
が
得
ら
れ
る
制
度
に

す
る
た
め
に
は
、
制
度
を
根
本

か
ら
見
直
す
し
か
方
法
は
あ
り

ま
せ
ん
。

�

（
２
面
に
つ
づ
く
）

相対評価
二次
（絶対）評価

　

昨
年
と
同
様
に
相
対
評
価
で

は
、
二
次
（
絶
対
）
評
価
で
Ａ

の
職
員
２
２
４
６
人
の
う
ち
４

３
２
人
が
「
第
三
区
分
」
へ
と

り
、
絶
対
評
価
結
果
に
「
納
得

で
き
な
か
っ
た
」 

割
合
（
13
・

９
％
）
を
大
き
く
上
回
っ
て
い

職員の約２割が下位評価に今年も

相
対
評
価
を
続
け
る
限
り

職
場
の
矛
盾
と
混
乱
は
解
決
さ
れ
な
い

令和元年度 人事評価結果を公表


